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第６章 参考資料 

 

1. 各都道府県窓口 

北海道 
環境生活部環境局地球
温暖化対策室 

011-204-5189 滋賀県 
琵琶湖環境部環境政策
課 

077-528-3357 

青森県 環境生活部環境政策課 017-734-9249 京都府 環境部環境管理課 075-414-4713 

岩手県 環境生活部環境保全課 019-629-5356 大阪府 
環境農林水産部循環型
社会推進室産業廃棄物
指導課 

06-6210-9570 

宮城県 環境生活部環境政策課 022-211-2661 兵庫県 
農政環境部環境管理局
水大気課 

078-362-3285 

秋田県 生活環境部環境管理課 018-860-1603 奈良県 
くらし創造部景観・環境
局環境政策課 

0742-27-8732 

山形県 
環境エネルギー部水大気
環境課 

023-630-2338 和歌山県 
環境生活部環境政策局 
環境管理課 

073-441-2688 

福島県 
生活環境部水・大気環境
課 

024-521-7261 鳥取県 
生活環境部循環型社会
推進課 

0857-26-7198 

茨城県 生活環境部環境対策課 029-301-2961 島根県 環境生活部環境政策課 0852-22-6555 

栃木県 環境森林部環境保全課 028-623-3188 岡山県 環境文化部環境企画課 086-226-7299 

群馬県 環境森林部環境保全課 027-226-2832 広島県 環境県民局環境保全課 082-513-2917 

埼玉県 環境部大気環境課 048-830-3058 山口県 環境生活部環境政策課 083-933-3034 

千葉県 
環境生活部廃棄物指導
課 

043-223-4658 徳島県 県民環境部環境指導課 088-621-2267 

東京都 
環境局環境改善部環境
保安課 

03-5388-3471 香川県 環境森林部環境管理課 087-832-3219 

神奈川県 
環境農政局環境部大気
水質課 

045-210-4111 愛媛県 
県民環境部環境局環境
政策課 

089-912-2347 

新潟県 
県民生活・環境部環境企
画課 

025-280-5150 高知県 
林業振興・環境部環境
対策課 

088-821-4524 

富山県 
生活環境文化部環境政
策課 

076-444-8727 福岡県 環境部環境保全課 092-643-3360 

石川県 環境部環境政策課 076-225-1463 佐賀県 くらし環境本部環境課 0952-25-7774 

福井県 安全環境部環境政策課 0776-20-0303 長崎県 環境部未来環境推進課 095-895-2512 

山梨県 
森林環境部森林環境総
務課 

055-223-1657 熊本県 
環境生活部環境局廃棄
物対策課 

096-333-2278 

長野県 環境部資源循環推進課 026-235-7164 大分県 
生活環境部地球環境対
策課 

097-506-3036 

岐阜県 環境生活部環境管理課 058-272-8232 宮崎県 環境森林部環境管理課  0985-26-7085 

静岡県 
くらし・環境部環境局環境
政策課 

054-221-3781 鹿児島県 
環境林務部廃棄物・リ
サイクル対策課 

099-286-2594 

愛知県 環境部大気環境課 052-954-6215 沖縄県 環境部環境保全課 098-866-2236 

三重県 
環境生活部地球温暖化
対策課 

059-224-2368       
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2. フロン類の種類 

（１）フロン類 

フロン排出抑制法の対象とするフロン類は、表 36 のとおり、CFC、HCFC、HFC の３種類であって、オゾン層

保護法第２条第１項及び地球温暖化対策推進法第２条第３項第４号に掲げる物質である。 

 

表 36 フロン類の種類 

CFC 

（一） トリクロロフルオロメタン （別名ＣＦＣ―１１） 

（二） ジクロロジフルオロメタン （別名ＣＦＣ―１２） 

（三） トリクロロトリフルオロエタン （別名ＣＦＣ―１１３） 

（四） ジクロロテトラフルオロエタン （別名ＣＦＣ―１１４） 

（五） クロロペンタフルオロエタン （別名ＣＦＣ―１１５） 

（六） クロロトリフルオロメタン （別名ＣＦＣ―１３） 

（七） ペンタクロロフルオロエタン （別名ＣＦＣ―１１１） 

（八） テトラクロロジフルオロエタン （別名ＣＦＣ―１１２） 

（九） ヘプタクロロフルオロプロパン （別名ＣＦＣ―２１１） 

（十） ヘキサクロロジフルオロプロパン （別名ＣＦＣ―２１２） 

（十一） ペンタクロロトリフルオロプロパン （別名ＣＦＣ―２１３） 

（十二） テトラクロロテトラフルオロプロパン （別名ＣＦＣ―２１４） 

（十三） トリクロロペンタフルオロプロパン （別名ＣＦＣ―２１５） 

（十四） ジクロロヘキサフルオロプロパン （別名ＣＦＣ―２１６） 

（一五） クロロヘプタフルオロプロパン （別名ＣＦＣ―２１７） 

HCFC 

（一） ジクロロフルオロメタン （別名ＨＣＦＣ―２１） 

（二） クロロジフルオロメタン （別名ＨＣＦＣ―２２） 

（三） クロロフルオロメタン （別名ＨＣＦＣ―３１） 

（四） テトラクロロフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１２１） 

（五） トリクロロジフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１２２） 

（六） ジクロロトリフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１２３） 

（七） クロロテトラフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１２４） 

（八） トリクロロフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１３１） 

（九） ジクロロジフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１３２） 

（一〇） クロロトリフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１３３） 

（一一） ジクロロフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１４１ 

（一二） クロロジフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１４２） 

（一三） クロロフルオロエタン （別名ＨＣＦＣ―１５１） 

（一四） ヘキサクロロフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２２１） 

（一五） ペンタクロロジフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２２２） 

（一六） テトラクロロトリフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２２３） 

（一七） トリクロロテトラフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２２４） 

（一八） ジクロロペンタフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２２５） 

（一九） クロロヘキサフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２２６） 

（二〇） ペンタクロロフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２３１） 

（二一） テトラクロロジフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２３２） 

（二二） トリクロロトリフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２３３） 

（二三） ジクロロテトラフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２３４） 

（二四） クロロペンタフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２３５） 

（二五） テトラクロロフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２４１） 

（二六） トリクロロジフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２４２） 
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（二七） ジクロロトリフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２４３） 

（二八） クロロテトラフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２４４） 

（二九） トリクロロフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２５１） 

（三〇） ジクロロジフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２５２） 

（三一） クロロトリフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２５３） 

（三二） ジクロロフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２６１） 

（三三） クロロジフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２６２） 

（三四） クロロフルオロプロパン （別名ＨＣＦＣ―２７１） 

HFC 

（一） トリフルオロメタン （別名ＨＦＣ―２３） 

（二） ジフルオロメタン （別名ＨＦＣ―３２） 

(三) フルオロメタン （別名ＨＦＣ―４１） 

(四) 一・一・一・二・二―ペンタフルオロエタン （別名ＨＦＣ―１２５） 

(五) 一・一・二・二―テトラフルオロエタン （別名ＨＦＣ―１３４） 

(六) 一・一・一・二―テトラフルオロエタン （別名ＨＦＣ―１３４ａ） 

(七) 一・一・二―トリフルオロエタン （別名ＨＦＣ―１４３） 

(八) 一・一・一―トリフルオロエタン （別名ＨＦＣ―１４３ａ） 

(九) 一・一―ジフルオロエタン （別名ＨＦＣ―１５２ａ） 

(十) 一・一・一・二・三・三・三―ヘプタフルオロプロパン （別名ＨＦＣ―２２７ｅａ） 

(十一) 一・一・一・三・三・三―ヘキサフルオロプロパン （別名ＨＦＣ―２３６ｆａ） 

(十二) 一・一・二・二・三―ペンタフルオロプロパン （別名ＨＦＣ―２４５ｃａ） 

(十三) 一・一・一・二・三・四・四・五・五・五―デカフルオロペンタン （別名ＨＦＣ―４３―１０ｍｅｅ） 

   

HFC※ 

一・二―ジフルオロエタン （別名ＨＦＣ―１５２） 

フルオロエタン （別名ＨＦＣ―１６１） 

一・一・一・二・二・三―ヘキサフルオロプロパン （別名ＨＦＣ―２３６ｃｂ） 

一・一・一・二・三・三―ヘキサフルオロプロパン （別名ＨＦＣ―２３６ｅａ） 

一・一・一・三・三―ペンタフルオロプロパン （別名ＨＦＣ―２４５ｆａ） 

一・一・一・三・三―ペンタフルオロブタン （別名ＨＦＣ―３６５ｍｆｃ） 

※平成 27 年４月１日施行の地球温暖化対策法施行令改正で追加 

 

（２）フロン類の冷媒番号別の種類と GWP（地球温暖化係数） 

ＩＳＯ（国際標準化機構）の規格 817 に基づくフロン類の冷媒番号別の種類とＩＰＣＣ（気候変動に関する政府

間パネル）の報告に基づくＧＷＰ（地球温暖化係数）は以下のとおりである。 

なお、表 37 は単一の種類の物質の冷媒、表 38 は複数の種類の物質の混合冷媒である。 

 

表 37 フロン類の冷媒番号別の種類と GWP（地球温暖化係数）（単一冷媒） 

１ Ｒ－１１（トリクロロフルオロメタン） ４７５０ 
２ Ｒ－１２（ジクロロジフルオロメタン） １０９００ 
３ Ｒ－１１３（トリクロロトリフルオロエタン） ６１３０ 
４ Ｒ－１１４（ジクロロテトラフルオロエタン） １００００ 
５ Ｒ－１１５（クロロペンタフルオロエタン） ７３７０ 
６ Ｒ－２２（クロロジフルオロメタン） １８１０ 
７ Ｒ－１２３（ジクロロトリフルオロエタン） ７７ 
８ Ｒ－１２４（クロロテトラフルオロエタン） ６０９ 
９ Ｒ－１４２ｂ（１－クロロ－１・１－ジフルオロエタン） ２３１０ 
１０ Ｒ－２３（トリフルオロメタン） １４８００ 
１１ Ｒ－３２（ジフルオロメタン） ６７５ 
１２ Ｒ－１２５（１・１・１・２・２－ペンタフルオロエタン） ３５００ 
１３ Ｒ－１３４ａ（１・１・１・２－テトラフルオロエタン） １４３０ 
１４ Ｒ－１４３ａ（１・１・１－トリフルオロエタン） ４４７０ 
１５ Ｒ－１５２ａ（１・１－ジフルオロエタン） １２４ 
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１６ Ｒ－２２７ｅａ（１・１・１・２・３・３・３－ヘプタフルオロプロパン） ３２２０ 
１７ Ｒ－２３６ｆａ（１・１・１・３・３・３－ヘキサフルオロプロパン） ９８１０ 
１８ Ｒ－２４５ｆａ（１・１・１・３・３－ペンタフルオロプロパン） １０３０ 

 

表 38 フロン類の冷媒番号別の種類と GWP（地球温暖化係数）（混合冷媒） 

１ Ｒ－４０９Ａ １５８０ 
２ Ｒ－４０９Ｂ １５６０ 
３ Ｒ－４０４Ａ ３９２０ 
４ Ｒ－４０７Ａ ２１１０ 
５ Ｒ－４０７Ｂ ２８００ 
６ Ｒ－４０７Ｃ １７７０ 
７ Ｒ－４０７Ｄ １６３０ 
８ Ｒ－４０７Ｅ １５５０ 
９ Ｒ－４０７Ｆ １８２０ 
１０ Ｒ－４１０Ａ ２０９０ 
１１ Ｒ－４１０Ｂ ２２３０ 
１２ Ｒ－４２１Ａ ２６３０ 
１３ Ｒ－４２１Ｂ ３１９０ 
１４ Ｒ－４２３Ａ ２２８０ 
１５ Ｒ－４２５Ａ １５１０ 
１６ Ｒ－４２７Ａ ２１４０ 
１７ Ｒ－４４２Ａ １８９０ 
１８ Ｒ－５０７Ａ ３９９０ 
１９ Ｒ－５１２Ａ １８９ 
２０ Ｒ－５０１ ４０８０ 
２１ Ｒ－５０２ ４６６０ 
２２ Ｒ－５００ ８０８０ 
２３ Ｒ－４０１Ａ １１８０ 
２４ Ｒ－４０１Ｂ １２９０ 
２５ Ｒ－４０１Ｃ ９３３ 
２６ Ｒ－４０８Ａ ３１５０ 
２７ Ｒ－４１５Ａ １５１０ 
２８ Ｒ－４１５Ｂ ５４６ 
２９ Ｒ－４２０Ａ １５４０ 
３０ 
 
 

その他のフロン類 
 
 

混合冷媒中の表一の
中欄に掲げる物質ごと
に、国際標準化機構の
規格八一七に基づく当
該混合冷媒中の当該
物質の混和の割合に、
当該物質に係る表一
の右欄に掲げる係数を
乗じて得られる値を算
定し、当該物質ごとに
算定した値を合計して
得た値（一未満の端数
があるときは、その端数
を四捨五入して得た
値） 
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3．一般財団法人日本冷媒・環境保全機構の情報処理センターの利用方法（出典：

一般財団法人日本冷媒・環境保全機構） 

 

一般財団法人日本冷媒・環境保全機構は、平成 27 年１月 27 日、フロン排出抑制法に基づく情報処理センタ

ーの指定を受け、Web サーバ上に冷媒管理システム（https://www.jreco.jp）を公表しており、当該システムを利

用することにより、フロン排出抑制法に基づいた情報処理センター機能にアクセスすることができます。なお、本

稼働は平成 27 年４月１日となります。 

 

（１）情報処理センターを利用することでできること 

第一種フロン類充塡回収業者は、整備時に充塡量・回収量等を記載した充塡証明書・回収証明書を管理者

に対して交付することになっています。 第一種特定製品の管理者は、管理する第一種特定製品へのフロン類

の充塡量及び回収量が記載された充塡証明書、回収証明書を用いて、一定量以上のフロン類の漏えいを生じ

させた場合、当該年度分の漏えい量を国に対して報告する必要があります。 

情報処理センターを利用することにより、本来紙での交付が必要な充塡証明書・回収証明書の、電子的なや

りとり（登録・通知）が可能となります。これにより、充塡証明書・回収証明書の交付先である管理者は、データの

電子的な管理・集計が可能となります。 

 

 

 

登録 

第一種フロン

類充塡回収業者 

情報処理センター 

第一種特定製品

の管理者 

フロン類充塡・回収の際、
充塡／回収証明書を交付 

通知 

フロン類漏えい量
を算定・報告 

充塡量・回収量等
の記録・保存 

○第一種フロン類充塡回収業者は、整備時に充塡／回収する第一種特定

製品の管理者に対して、「充塡／回収証明書」を交付。 
○管理者は、「充塡／回収証明書」の情報から、「点検整備記録簿」に充

塡量・回収量を記録。また、「充塡／回収証明書」を元に、フロン類
漏えい量を算定。 

○情報処理センターを介することにより、紙の証明書が交付不要に。 

○電子的な登録・通知により、管理者は、充塡量等を電子的に管理・集

計可能。 

WEB 上で入力・
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（２）一般財団法人日本冷媒・環境保全機構の情報処理センターの利用方法 

一般財団法人日本冷媒・環境保全機構の情報処理センターを介した充塡量・回収量等の情報の登録・通知

は、以下のような流れになります。なお、登録された情報は、同情報処理センターが安全に記録・保存します。 

 

 第一種フロン類充塡回収業者 第一種特定製品の管理者 

ステップ１ 
・冷媒管理システムへ、会社情報等

を登録する。（無料） 

・冷媒管理システムへ、会社情報等を登録する。（無

料） 

ステップ２ 
・充塡量・回収量等を登録する。（有

料：100 円＋税／台※） 
― 

ステップ３ ― 

・充塡量・回収量等が通知される。 

・記録・保存、算定漏えい量計算に活用できる CSV

データがダウンロード可能。（無料） 

＊料金については、平成 27 年４月１日時点 

 

【使用環境】 

インターネットに接続されたブラウザーを持つパソコン、タブレットなど。（特別なソフトウエアは不要です。） 

 

＜関連機能＞ 

①  本社・支社・事業所間のデータの連係 

事業所、支社、本社等をシステムを用いて関連付けを行った場合は情報の連携ができます。すなわち、大企

業など多くの事業所、支社がある場合、事業所や支社の情報を管理者（本社）で集約することができます。（無

料） 

 

 

②  ログブック管理機能（法律に基づく情報処理センター業務外のサービス） 

１）第一種特定製品の管理者は、点検及び整備の記録を作成する必要があります。冷媒管理システムの一機

能である、電子的な点検整備の記録（以下：ログブック）作成・保存を行うことで、機器廃棄まで、記録の管理

保存を電子的に行うことができます。（有料） 

２）第一種フロン類充塡回収業者は、点検整備の記録として冷媒の充塡量、回収量をこのログブックに記入す

本社 

支社 

事業所 

算定漏えい量集計と本支店間のデータ連携 
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ることにより、情報処理センターへ充塡量・回収量の登録を行ったとみなすことができます。（有料） 

３）管理者の算定漏えい量報告の基となるデータは情報処理センターの法定機能と同様に、CSV データとし

てダウンロードできます。また、情報処理センターに登録された管理者情報との合算結果の出力が可能で

す。（無料） 

 

 

③  行程管理システム（法律に基づく情報処理センター業務外のサービス） 

機器廃棄時には、廃棄等実施者として、フロン類を第一種フロン類充塡回収業者に引き渡す必要があります。

また、この際、回収依頼書の交付、引取証明書の受理・保存等、書面の交付や保存に関する義務が生じます。

行程管理システムでは、この書面のやりとりを、電子的に行うことができます。 

１）電子的な行程管理システムを廃棄等実施者、取次者（２社まで）、第一種フロン類充塡回収業者、施行規

則第 49 条第１号業者、第一種フロン類再生業者、フロン類破壊業者の間を電子的な帳票として、発行・交

付・回付ができます。（有料） 

２）第一種フロン類充塡回収業者が整備時に点検整備記録簿を使用した場合、回収量がある場合は電子的

行程管理システムへ連動され、第一種フロン類充塡回収業者のデータベースへ入力され、都道府県報告、

記録の元データとなります。また、充塡量がある場合も同様に、充塡回収業者のデータベースへ入力されま

す。（無料） 

３）第一種フロン類充塡回収業者が行う都道府県報告のための算出と報告書作成ができます。（無料） 

 

4．法定様式 

第一種特定製品の管理者に関する書面様式として法定のものは、以下の算定漏えい量等の報告に関するも

ののみである。なお、様式の記入要領その他の詳細については、別途発行する『フロン類算定漏えい量報告マ

ニュアル』を参照されたい。 
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5. 参考様式 

（１）機器リストの例 

 

  

フロン排出抑制法対応　フロン冷媒機器リストアップ表
管理者名

管理番号
管理

従事者
設置場所（名称） 設置場所（住所） 製造業者

設置
年月日

製品分類 型式 製番 備考 用途
定格
出力
(kW)

冷媒
種類

初期
充塡量

(kg)

KK1020 空調一郎
カンキョウストア霞
が関店

千代田区霞が関
1-2-2

ケイザイ電機 2012/4/15
コンデンシングユ
ニット

AA0000 BB0000 冷凍冷蔵 8 R404A 15

RZ2070 空調一郎
カンキョウストア霞
が関店

千代田区霞が関
1-2-2

ケイザイ電機 2012/4/15 冷凍冷蔵ユニット AA1111 BB1111 1号機 冷凍冷蔵 1.1 R404A 2

RZ2071 空調一郎
カンキョウストア霞
が関店

千代田区霞が関
1-2-2

ケイザイ電機 2012/4/15 冷凍冷蔵ユニット AA1111 BB1120 2号機 冷凍冷蔵 1.1 R404A 2

UY1098 空調一郎
カンキョウストア霞
が関店

千代田区霞が関
1-2-2

ケイザイ電機 2012/4/15
ビル用パッケージ
エアコン

CC2222 DD2222 空調 10 R410A 20

株式会社カンキョウ商事 記録作成・保存 関東支社　店舗管理部 2015/3/15作成日



 

97 

（２）点検整備記録簿の例（出典：一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会） 
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（３）簡易点検簿の例 （出典：一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会） 
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（４）点検整備記録簿（電子ログブック）の例（出典：一般財団法人日本冷媒・環境保全機構） 
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（５）行程管理票の例 （出典：一般財団法人日本冷媒・環境保全機構） 
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（６）破壊証明書・再生証明書等の例（出典：一般財団法人日本冷媒・環境保全機構） 
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（７）特定解体工事元請業者の事前確認書の例（出典：一般財団法人日本冷媒・環境保全機構） 
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